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企 業 集 団 の 状 況

　当社の企業集団は、当社、子会社５社及び関連会社３社で構成され、小売事業としてスーパーマーケッ

ト事業、書籍等の販売事業、ホームセンター事業をチェーン展開しており、その他の事業としてビデオ・

ＣＤ・ＤＶＤレンタル事業、外食事業等を展開しております。

　当社グループの事業に係わる位置付けは次のとおりであります。

 （ 小 売 事 業 ）

　当社（株）オークワ及び持分法適用関連会社（株）勝浦オークワは、スーパーマーケットをチェーン展開し

ております。

　持分法適用関連会社（株）オー・エンターテイメントは、書籍等の販売事業「ＷＡＹ」をチェーン展開し

ております。

　持分法適用関連会社（株）オージョイフルは、ホームセンター「オージョイフル」及びドラッグストア

「オージョイフルドラッグ」等をチェーン展開しております。

 （ そ の 他 の 事 業 ）

　（株）オー・エンターテイメントは、「ＷＡＹ事業部」において、書籍等を販売するとともにビデオ・Ｃ

Ｄ・ＤＶＤレンタル事業をチェーン展開しております。また、「ジスト事業部」において、スポーツクラブ、

映画館、ボウリング場及びアミューズメント施設を当社ショッピングセンター内に事業展開しております。

　連結子会社（株）オークフーズは、ファミリーレストラン「オーク」、かに料理店「甲羅本店」等の外食店

をチェーン展開しており、当社ショッピングセンター内にもフードコート部門として出店しております。

　持分法適用非連結子会社（株）黒潮は、回転寿司の「黒潮寿司」、とんかつの「かつ浜」等の外食店を

チェーン展開しており、当社ショッピングセンター敷地内にも出店しております。

　持分法適用非連結子会社（有）マミーは、クリーニング事業をチェーン展開し、当社店舗内にも出店して

おります。

　（株）オークフーズ及び（株）勝浦オークワは、ホテル事業も営んでおります。

　持分法適用非連結子会社（株）チェーンストアオークワ友の会は、前払式特定商品販売業である消費者友

の会を営んでおりましたが、現在は会員積立を停止しております。

　持分法適用非連結子会社（株）サンライズは、当社及び（株）オークフーズ等へ青果物を供給しております。

　当社が共同出資している関連当事者日本流通産業（株）は、当社グループに開発商品、輸入商品を供給し

ております。

　なお、（株）オー・エンターテイメントについては、当中間期における株式売却により持分比率が低下し

たため、連結子会社より持分法適用の関連会社になりました。
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　当社グループの状況を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

一 　 　 　 　 　 　 般 　 　 　 　 　 　 顧 　 　 　 　 　 　 客

外食事業・ホテル事業

（株）オークフーズ

外食事業

（株）黒潮

スーパーマーケット

（株）勝浦オークワ

ホームセンター

ドラッグストア

（株）オージョイフル

クリーニング事業

（有）マミー

消費者友の会

（株）チェーンストア
オークワ友の会

ビデオ・ＣＤ・DVDレンタル
スポーツクラブ
シネマ・ボウリング

書籍等の販売

卸売事業

（株）サンライズ

スーパーマーケット

（株）オークワ

（株）オー・エンターテイメント

卸売事業

日本流通産業（株）

商品の流れ

不動産の賃貸

サービスの流れ

テナント取引

提出会社

連結子会社

持分法適用非連結子会社

持分法適用関連会社

その他の関連当事者

その他の事業 小売事業
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経 営 方 針

１．会社の経営の基本方針
　

　当社グループは、スーパーマーケットを中心とする小売事業とそれを補完する外食事業などで構成

されております。当社グループは、「わが社の成長発展こそがお客様の生活文化の向上を促し、社会

への大きな貢献となることを念願し、チェーンストア業界の名門としての地位を永遠に確立する。」

の経営理念のもと、お客様のニーズに合った商品・サービスの提供を通じて、お客様の豊かなライフ

スタイルの実現に貢献することを目指しております。

２．会社の利益配分に関する基本方針
　

　当社の利益配分につきましては収益力の向上に努め、その成果及び今後の経営環境や業績動向等を

総合的に勘案して、安定した配当を継続することを基本方針としております。

　この方針に基づき、当期の配当金につきましては、当中間期にて１株につき１１円の配当を実施させ

ていただく事になりました。期末配当金につきましても１株につき１１円を予定しており、年間で１株

につき２２円とさせていただく予定であります。

　また、内部留保につきましては、長期的な観点に立った店舗展開、お客様のニーズにお応えする商

品提供のための設備投資、及びお客様へのサービス向上や合理化のためのＩＴ投資等に有効に活用し

てまいります。

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針
　

　当社は当社株式の流動性の向上及び株主数増加を資本政策上の重要課題と認識しております。

　投資単位引下げに係る施策につきましては、業績、市況等を勘案し、その費用ならびに効果等を検

討してまいりますが、現段階では、具体的な施策及びその時期につきましては未定であります。今後、

株主重視の経営姿勢のもと、慎重に対処してまいります。

４．目標とする経営指標
　

　当社は小売業界の勝ち組企業となるため、営業収益経常利益率を本業の収益性が的確に表れた指標

として捉え、この目標を４％に設定し、かつ、株主重視の観点からＲＯＥ（株主資本当期純利益率）

１０％を当面の目標としております。

５．中長期的な会社の経営戦略
　

　当社グループは、「近畿のスーパー業界で最も競争力の強いスーパーリージョナルチェーンを目指

す。」を中期スローガンに掲げ、和歌山・奈良・三重・大阪の一府三県のドミナントエリアを核として

さらなる飛躍を目指しております。スーパーマーケット及びそれを補完する専門店と併せ、独自性を

もったストアイメージを確立し、「お客様第一主義」を原点に、国際レベルで通用する視点と地域密着

の独自戦略により、経営基盤の強化に努め、企業価値の向上を目指してまいります。 
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６．会社が対処すべき課題
　

　今後のわが国の経済情勢は、景気が緩やかな回復基調にあるものの、その浮揚力は力強さに欠け、

デフレからの脱出はまだ先送りとなることが予測され、個人消費は厳しい所得・雇用環境などから明

るい展望は期待できず、業界を取り巻く環境は依然厳しい状況が続くものと思われます。

　また、昨今においては、「食」の安全性への関心が高まり、食材供給サイドへの一段と厳しいチェッ

ク体制が要求されております。

　このような状況のなかで、当社グループは「わが社の改革は、従業員一人一人の意識の変革から。

私が築こう、お客様の信頼とオークワの未来。」をスローガンに掲げ、従業員一人一人が主体的にそれ

ぞれの仕事のなかで改善と提案に取り組み、売れる商品・こだわり商品の開発、パートナーの戦力化

と社員実践教育、ＧＯＴ（グラフィック・オーダー・ターミナル）システムの活用による発注精度の

向上と作業効率の改善、顧客マネジメントの実践などに努めるとともに、２４時間営業店舗の拡大をは

かり、さらなるお客様からの信頼とご支持を得られる企業となるよう、鋭意努力し、近畿で最も競争

力の強いスーパーリージョナルチェーンを目指してまいります。

７．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況
　

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社は、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築し、上場企業として公正かつ透明性を

もって経営を行うことをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針としております。

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）

①　会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナン

ス体制の状況
　

・委員会等設置会社であるか監査役制度採用会社であるかの別

　　監査役制度を採用しております。

・社外取締役・社外監査役の選任の状況

　　社外取締役の選任は行っておりませんが、社外監査役２名を含んだ４名の監査役体制の下、監

査役制度の充実強化を図っております。

・社外役員の専従スタッフの配置状況

　　特定しておりませんが、適宜関係部署で対応しております。

・各種委員会等の概要

　　店舗、各事業所での管理体制を強化するため、社内に「内部監査室」を設置し、営業及び管理

の状況を個別に監査しております。

　　また、消費者の生の情報として設置している「お客様の声」以外に、従業員から現場での生の

情報が社内メール・文書を通じて「オークワ倫理委員会」に伝えられており、些細な事項に対

しても慎重かつ迅速に対応するよう努めております。

　　なお、天災等緊急事態が発生した場合に備え「緊急時対策検討委員会」を設置し、緊急時に機

動的に対処できる体制づくりに取り組んでおります。
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・業務執行・監視の仕組み

　　毎月の定例及び臨時取締役会に加えて、取締役間で随時打ち合わせを行い、効率的な業務執行

及び取締役間相互の業務執行監視を行っております。

・内部統制の仕組み

　　社長の下で内部監査を実施することで、効率的な部門間牽制を行っております。

・弁護士・会計監査人等その他第三者の状況

　　顧問弁護士については、特定の弁護士事務所と顧問契約を締結しておりますが、専門分野に応

じてその他の弁護士にもアドバイスを受けております。

　　会計監査人には、東陽監査法人を選任し、監査契約を結び正しい経営情報を提供し、公正不偏

な立場から監査が実施される環境を整備しております。

②　会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要
　

　　　当社社外監査役の２名は、グループ会社との出身の関係・研究開発委託等の関係・資本的関

係・人的関係はありません。

③　会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況
　

　　　当社は、経営の透明性を高めるために積極的なディスクロージャーを行うことが必要と考え、

適宜プレス発表を実施するほか、当社ホームページ上にＩＲ情報の開示やニュース・リリース

を行っております。

　　　さらに、法令遵守と企業倫理確立のための制度として、平成１５年２月２１日より、「オークワ

倫理ホットライン」を設置いたしました。これは、通報者の保護や公正さ・透明性を確保する

ために、第三者の弁護士をメンバーに加えた「オークワ倫理委員会」を設置し、当社全従業員

を対象とした内部告発保護制度であります。法令遵守と適正な業務遂行のできる企業環境の整

備と組織の自浄作用強化に努め、消費者から信頼される企業の形成に努めております。

　　　また、本年５月から、株主総会での承認をいただき、取締役の任期を２年以内から１年以内

に変更し、急速な事業環境の変化に対応し経営の柔軟性を確保するとともに、経営責任をより

明確にいたしました。
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Ⅰ　経営成績
１．当中間期の概況

　
　当中間期におけるわが国の経済環境は、企業収益の改善、輸出や設備投資の増加、株価の回復等、
緩やかではあるものの景気回復に向けた明るい兆しが見えはじめました。
　しかしながら、小売業界におきましては、依然として同業他社並びに外資や専門店等との競争激化
が進むなか、本年４月からの消費税総額表示等により客単価の下落に歯止めがかからず、業界全体の
景気回復に向けて楽観視できない厳しい経営環境が継続しております。
　このような状況のなかで、当社グループの営業の概況につきましては、次のとおりであります。
　スーパーマーケット事業を展開する㈱オークワは、「わが社の改革は、従業員一人一人の意識の変革
から。私が築こう、お客様の信頼とオークワの未来。」をスローガンに掲げ、従業員一人一人が主体
的にそれぞれの仕事の中で改善と提案に取り組み、売れる商品・こだわり商品の開発、パートナーの
戦力化と社員実践教育、ＧＯＴ（グラフィック・オーダー・ターミナル）システムの活用による発注
精度の向上と作業効率の改善、顧客マネジメントの実践などに努めてまいりました。
　また、当中間期には大阪府下にＳＳＭ（スーパー・スーパーマーケット）の貝塚三ツ松店を新設し
たほか、外資の参入などで日々激化する小売業界において、当社の次世代業態として開発研究を深め
るため、ＳＳＭ吉備店をスーパーセンターオークワ吉備店として増床改築いたしました。また、西浜
店、西庄店、川永西店、西の京店の４店舗を可能な限り経費を抑え『毎日、いつでもこの価格』を
キーワードにＥＤＬＰ（エブリデイ・ロー・プライス）を実現した新業態店舗『プライスカット』と
して業態変更いたしました。
　なお、経営効率化をはかるため、大安寺店を閉鎖いたしました。
　一方、連結子会社で外食事業を中心に展開する㈱オークフーズは、当中間期は既存店に注力し、
フードコート２店を新業態の外食専門店に変更し計画以上の営業収益を収めることができました。こ
の結果、当中間期は、経常利益、中間純利益とも黒字決算となりました。
　なお、前期まで連結子会社でありました㈱オー・エンターテイメントについては、株式の売却によ
り持分比率が低下したため、持分法適用の関連会社になりました。
　これらの結果、当中間期の当社グループの営業収益（売上高及び営業収入）は１，１３５億９２百万円（前
年同期比1.7％増）、経常利益は２７億６７百万円（前年同期比１．２％減）、中間純利益は１２億５６百万円（前
年同期比５３．０％増）となりました。

２．通期の見通し
　
　わが国の経済情勢は引き続き景気回復に向けての動きがありますが、一方では米国、中国を中心と
した海外経済の成長鈍化と原油価格の上昇などの懸念材料もあり、雇用、個人消費とも本格的な回復
にはまだ時間を要するものと思われます。
　このような見通しのなかで、当社グループは当中間期に引き続き、「わが社の改革は、従業員一人一
人の意識の変革から。私が築こう、お客様の信頼とオークワの未来。」をスローガンに掲げ、日々変化
する経営環境に対し、スピーディーに対応、実行することで、さらなるお客様の信頼と当社グループ
の未来を築くべく、鋭意努力いたす所存でございます。
　通期の当社グループの連結業績につきましては、営業収益（売上高及び営業収入）２，３００億円（前期
比０．１％増）、経常利益７１億円（前期比５．６％増）、当期純利益３８億円（前期比４．８％増）を見込んでおり
ます。

経営成績及び財政状態
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Ⅱ　財政状態
　
キャッシュ・フローの状況
　当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、期首残高と比べ２６億２３百万円増
加し、連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額が６億５３百万円あったことにより、６６億９６百万円
（前年同期比２３．９％減）となりました。
　当中間期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
　　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）
　営業活動の結果得られた資金は５３億３９百万円（前年同期比２９．９％減）となりました。これは主とし
て税金等調整前中間純利益が２４億８７百万円、非資金損益項目の減価償却費が２５億７１百万円、仕入債務
の増加額が１７億１９百万円、法人税等の支払額が１４億８２百万円あったことによるものであります。
（投資活動によるキャッシュ・フロー）
　投資活動により使用した資金は９億９７百万円（前年同期比８１．８％減）となりました。これは主とし
て新規出店及び店舗改装等に伴う固定資産の取得による支出が２３億９１百万円あった一方、投資有価証
券の売却による収入が６億６６百万円、敷金・保証金の返還による収入が９億９３百万円あったことによ
るものであります。
（財務活動によるキャッシュ・フロー）
　財務活動により使用した資金は１７億１９百万円（前年同期比５２０．２％増）となりました。これは主とし
て短期借入金の純増減額が３５億８０百万円、長期借入れによる収入が２０億円であった一方、長期借入金
の返済による支出が５８億４８百万円、配当金の支払額が５億２０百万円、自己株式の取得による支出が９
億３０百万円あったことによるものであります。
　なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。

平成１６年
８月期中

平成１６年
２月期

平成１５年
８月期中

平成１５年
２月期

平成１４年
８月期中項　　　　　目

４９．３４９．２４６．３４７．７４６．４ 株 主 資 本 比 率 （％）

４７．６３７．１３４．１３８．５４０．９ 時価ベースの株主資本比率 （％）

２．７３．１２．１３．３２．５ 債 務 償 還 年 数 （年）

２２．５２０．６３０．１１９．７２４．４インタレスト・カバレッジ・レシオ

（注）株主資本比率：株主資本／総資産
時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い
※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。
※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しており
ます。
※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・
フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利
子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッ
シュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
※債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍して
おります。



－ ９ －

中間連結貸借対照表

前連結会計年度の要約貸借対照表
（平成１６年２月２０日現在）

前中間連結会計期間末
（平成１５年８月２０日現在）

当中間連結会計期間末
（平成１６年８月２０日現在）

期　別　

　科　目 構成比金　　　 額構成比金　　　 額構成比金　　　 額

　

１４．７

６０．５

３．９

２０．９

８５．３

１００．０

　

　

５，４９８

５５４

１４９

９，８５７

９０４

１，２３６

△　　 １

　

１７．１

５８．６

３．５

２０．８

８２．９

１００．０

　

　

９，５６２

５１１

１４９

９，５０６

７６２

１，３０５

△　 　０

　

１５．３

６０．４

３．９

２０．４

８４．７

１００．０

　

　

７，４６８

６４３

１４９

８，３８７

７６０

１，４０６

△　 　４

（資　産　の　部）

�　流　動　資　産

　１．  現 金 及 び 預 金

　２．  受取手形及び売掛金

　３．  有 価 証 券

　４．  た な 卸 資 産

　５．  繰 延 税 金 資 産

　６．  そ の 他

  貸 倒 引 当 金

  流 動 資 産 合 計

�　固　定　資　産

　（１）　 有 形 固 定 資 産

 １．  建物及び構築物

 ２．  機械装置及び運搬具

 ３．  器 具 及 び 備 品

 ４．  土 地

 ５．  建 設 仮 勘 定

  有形固定資産合計

　（２）　 無 形 固 定 資 産

　（３）　 投資その他の資産

 １．  投 資 有 価 証 券

 ２．  長 期 貸 付 金

 ３．  差 入 保 証 金

 ４．  繰 延 税 金 資 産

 ５．  そ の 他

   貸 倒 引 当 金

  投資その他の資産合計

  固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

１８，２００

４３，３６５

５０４

２，１４８

２８，８３０

１４６

２１，７９７

４２，８９６

５４３

１，６４７

２５，３８２

４，３０９

１８，８１１

４２，２８７

３７２

１，９０３

２８，９９８

９０５

７４，９９６

４，８９７

　

４，３３５

９

１９，１１３

１６４

２，３８２

△　 １３５

７４，７７９

４，４８７

　

４，１０１

６

１９，４７５

６９９

２，３４２

△　 １３５

７４，４６７

４，８０２

　

４，７２４

９

１８，２０７

４１

２，３９０

△　 １３５

２５，８７０２６，４８９２５，２３８

１０５，７６４１０５，７５７１０４，５０７

１２３，９６４１２７，５５４１２３，３１９

（単位　百万円）

％ ％ ％



－ １０ －

前連結会計年度の要約貸借対照表
（平成１６年２月２０日現在）

前中間連結会計期間末
（平成１５年８月２０日現在）

当中間連結会計期間末
（平成１６年８月２０日現在）

期　別　

　科　目 構成比金　　　 額構成比金　　　 額構成比金　　　 額

　

３５．１

１５．７

５０．８

－

１１．４

１１．３

２８．０

０．１

△ １．６

４９．２

１００．０

　

　

１０，４０９

１６，６９０

３，８６７

１，４７５

２５８

１０，８７５

　

３８．９

１４．８

５３．７

－

１１．１

１１．０

２５．３

０．１

△１．２

４６．３

１００．０

　

　

１２，３１０

１９，４２０

４，３４３

９９８

３６８

１２，１５１

　

３７．６

１３．１

５０．７

－

１１．４

１１．４

２８．７

０．２

△２．４

４９．３

１００．０

　

　

１１，５９９

１９，４２０

２，７２９

９１４

４６８

１１，２０７

（負　債　の　部）

�　流　動　負　債

　１．  支払手形及び買掛金

　２．  短 期 借 入 金

　３．  １年以内返済予定長期借入金

　４．  未 払 法 人 税 等

　５．  未 払 消 費 税 等

　６．  そ の 他

  流 動 負 債 合 計

�　固　定　負　債

　１．  長 期 借 入 金

　２．  繰 延 税 金 負 債

　３．  退 職 給 付 引 当 金

　４．  役員退職慰労引当金

　５．  債務保証損失引当金

　６．  預 り 保 証 金

　７．  長 期 未 払 金

  固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（少数株主持分）

　  少数株主持分

（資　本　の　部）

�  資 本 金

�  資 本 剰 余 金

�  利 益 剰 余 金

�  その他有価証券評価差額金

�  自 己 株 式

資 本 合 計

負債、少数株主持分及び資本合計

４３，５７５

９，８３７

－

１，０８６

２３９

２００

７，２２５

８６８

４９，５９２

７，７５９

－

３，７７３

２２７

－

７，１２０

－

４６，３３９

７，１１９

１５８

９４５

２２３

２００

６，９１７

５６６

１９，４５６１８，８８１１６，１３０

６３，０３２６８，４７３６２，４７０

－－－

　

１４，１１７

１４，０２７

３４，６６７

１５８

　

１４，１１７

１４，０２７

３２，３０２

９５

　

１４，１１７

１４，０２７

３５，３８４

２８９

△ ２，０３９△ １，４６２△ ２，９６９

６０，９３１５９，０８０６０，８４９

１２３，９６４１２７，５５４１２３，３１９

（単位　百万円）

％ ％％



－ １１ －

中間連結損益計算書

前連結会計年度の要約損益計算書
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１６年２月２０日

前中間連結会計期間
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１５年８月２０日

当中間連結会計期間
自　平成１６年２月２１日（ ）至　平成１６年８月２０日

期　別　

　科　目 百分比金　　　 額百分比金　　　 額百分比金　　　 額

１００．０
７２．９
２７．１

４．４

３１．５

２８．４
３．１

０．３

０．３

３．１

０．７

０．８

３．０

１．２
０．２
１．６

〔２２９，７０２〕

２２０，１４２
１６０，４４８

１００．０
７２．９
２７．１

４．２

３１．３

２８．６
２．７

０．３

０．４

２．６

０．０

０．９

１．７

０．９
△０．０
０．８

〔１１１，６４３〕

１０７，１４３
７８，１５１

１００．０
７３．３
２６．７

４．４

３１．１

２８．６
２．５

０．３

０．３

２．５

０．０

０．２

２．３

０．８
０．３
１．２

〔１１３，５９２〕

１０８，７３６
７９，７２７

　　〔 営 業 収 益 〕

�  売 上 高
�  売 上 原 価
  売 上 総 利 益

�  営 業 収 入
  不 動産賃貸収入
  その他の営業収入
  営 業 総 利 益

�  販売費及び一般管理費
  営 業 利 益

�  営 業 外 収 益
  受 取 利 息
  持分法による投資利益
  そ の 他
�  営 業 外 費 用
  支 払 利 息
  持分法による投資損失
  そ の 他
  経 常 利 益

�  特 別 利 益
  固 定資産売却益
  退職給付制度の変更に
  伴 う 利 益

  賃 貸 契約解約金
  前 期損益修正益
�  特 別 損 失
  固 定資産売却損
  固 定資産除却損
  投資有価証券売却損
  債務保証損失引当金繰入額
  そ の 他
  税金等調整前中間（当期）純利益
  法人税、住民税及び事業税
  法 人 税 等 調 整 額
  中間（当期）純利益

５９，６９３

９，５５９
２，４５７
７，１０２

２８，９９２

４，４９９
１，０８５
３，４１４

２９，００８

４，８５６
１，１３０
３，７２５

６９，２５３

６２，３２２
３３，４９１

３０，６２６
３３，８６４

３１，１０２
６，９３０

５４５
６１
－
４８４
７５２
４８８
７０
１９３

２，８６５

２９８
２５
２８
２４４
３６２
２６６
－
９６

２，７６２

３１５
２３
１１
２８０
３０９
２２０
－
８９

６，７２４

１，６４７
０

１，５７６
５９
１１

１，６８７
３９６
６６６
－
２００
４２３

２，８０１

４１
－
－
３０
１１

１，０１７
３６６
４４０
－
－
２１１

２，７６７

４１
２
－
３８
０

３２２
６１
５７
１７８
－
２５

６，６８５

２，７１５
３４３

１，８２５

１，０１５
△　　 　１１

２，４８７

９３０
３００

３，６２６８２１１，２５６

（単位　百万円）

％ ％％



－ １２ －

前連結会計年度の要約連結剰余金計算書
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１６年２月２０日

前中間連結会計期間
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１５年８月２０日

当中間連結会計期間
自　平成１６年２月２１日（ ）至　平成１６年８月２０日

期　別　

　科　目 金　　　 額金　　　 額金　　　 額

１４，０２７

１４，０２７

１４，０２７

１４，０２７

１４，０２７

１４，０２７

（資本剰余金の部）

�  資 本剰余金期首残高

�  資本剰余金中間期末（期末）残高

（利益剰余金の部）

�  利 益剰余金期首残高

�  利 益 剰 余 金 増 加 高

  中 間（ 当 期 ）純 利 益

�  利 益 剰 余 金 減 少 高

  配 当 金

  取 締 役 賞 与 金

  自 己 株 式 処 分 差 損

�  利益剰余金中間期末（期末）残高

３２，０２６

３，６２６

３，６２６

９８５

８７９

７

９７

３４，６６７

３２，０２６

８２１

８２１

５４５

４３９

７

９７

３２，３０２

３４，６６７

１，２５６

１，２５６

５３９

５２１

１８

－

３５，３８４

中間連結剰余金計算書
（単位　百万円）



－ １３ －

中間連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１６年２月２０日

　前中間連結会計期間　
自　平成１５年２月２１日（ ）至　平成１５年８月２０日

　当中間連結会計期間　
自　平成１６年２月２１日（ ）至　平成１６年８月２０日

期　別　

　科　目
金　　　 額金　　　 額金　　　 額

　
６，６８５
５，２７７
７０

△　　  ０
△　２，５５９
△　　 ３１

２００
△　　 ７５

４８８
－

△　　  ０
３９６
６６６

△　　２１３
△　　６０８

５１２
△　　２０６

８６８
△　　  ７
１，３８１

　
１，８２５
２，５１９

△　　 ２８
△　　  ０

１２８
△　　 ４２

－
△　　 ３５

２６６
－
－
３６６
４４０

△　　１７０
△　　２５７
２，４１３

△　　 ９６
－

△　　  ７
２，０６３

　
２，４８７
２，５７１

△　　 １１
△　　　３
△ 　 １１１
△　　 １５

－
△　　 ４４

２２０
１７８

△　　　２
６１
５７

△　　 ９７
△　　２７８
１，７１９
２２２

△ 　 ３０２
△　　 １８

３７５

�　営業活動によるキャッシュ・フロー
 １． 税金等調整前中間（当期）純利益
 ２． 減 価 償 却 費
 ３． 持 分 法 に よ る 投 資 損 益
 ４． 貸 倒 引 当 金 の 増 加 額
 ５． 退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額
 ６． 役員退職慰労引当金の減少額
 ７． 債務保証損失引当金の増加額
 ８． 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金
 ９． 支 払 利 息
 １０．  投 資 有 価 証 券 売 却 損
 １１．  固 定 資 産 売 却 益
 １２．  固 定 資 産 売 却 損
 １３．  固 定 資 産 除 却 損
 １４．  売 上 債 権 の 増 加 額
 １５．  た な 卸 資 産 の 増 加 額
 １６．  仕 入 債 務 の 増 加 額
 １７．  未 払 消 費 税 等 の 増 減 額
 １８．  長 期 未 払 金 の 増 減 額
 １９．  役 員 賞 与 の 支 払 額
 ２０．  そ の 他

　　小　　　　　計
 ２１．  利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
 ２２．  利 息 の 支 払 額
 ２３．  法 人 税 等 の 支 払 額

１２，８４３
７５

△　　４６９
△　２，７７５

９，３８３
３５

△　　２５２
△　１，５５１

７，０１４
４４

△　　２３７
△　１，４８２

９，６７４７，６１４５，３３９   営業活動によるキャッシュ・フロー
　

△　　　３
△　　１４９

１４９
△　９，９４２

３０３
－

△　　２０８
△　　 １１
△　　　３
△　　５７３
１，４０９

△　　３２１

　
－

△　　１４９
１４９

△　５，９２２
２７８
－

△　　　０
８
－

△　　３０８
７３０

△　　２５１

　
－

△　　１４９
１４９

△　２，３９１
６５
６６６

△　　　０
５０
－

△　　１６６
９９３

△　　２１４

�　投資活動によるキャッシュ・フロー
 １． 定期預金の預入による支出
 ２． 有価証券の取得による支出
 ３． 有価証券の売却による収入
 ４． 固定資産の取得による支出
 ５． 固定資産の売却による収入
 ６． 投資有価証券の売却による収入
 ７． 投資有価証券の取得による支出
 ８． 短 期 貸 付 金 の 純 増 減 額
 ９． 長 期 貸 付 に よ る 支 出
 １０．  敷金・保証金の差入による支出
 １１．  敷金・保証金の返還による収入
 １２．  そ の 他

△　９，３５０△　５，４６５△　　９９７   投資活動によるキャッシュ・フロー
　

△　　４８０
３，７００

△　４，２５２
△　　８８０
△　　８９２

２８６

２，２５０
－

△　２，１５５
△　　４４０
△　　３１５

３８４

３，５８０
２，０００

△　５，８４８
△　　５２０
△　　９３０

－

�　財務活動によるキャッシュ・フロー
 １． 短 期 借 入 金 の 純 増 減 額
 ２． 長 期 借 入 れ に よ る 収 入
 ３． 長期借入金の返済による支出
 ４． 配 当 金 の 支 払 額
 ５． 自己株式の取得による支出
 ６． 自己株式の売却による収入

△　２，５１９
－

△　　２７７
－

△　１，７１９
－

   財務活動によるキャッシュ・フロー
�　現金及び現金同等物に係る換算差額
�　現金及び現金同等物の増減額
�　現金及び現金同等物の期首残高
�　連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額
�　現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

△　２，１９５
６，９２２
－

１，８７１
６，９２２
－

２，６２３
４，７２６

△　　６５３
４，７２６８，７９３６，６９６

（単位　百万円）



－ １４ －

中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
（１）　連結子会社は、（株）オークフーズの１社であります。
　　　なお、（株）オー・エンターテイメントについては平成１６年７月に株式を売却したことにより持分

比率が低下したため、持分法適用の関連会社となりました。
（２）　非連結子会社は、（株）黒潮外３社であります。
　非連結子会社４社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、中間純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼして
はおりません。

２．持分法の適用に関する事項
　非連結子会社及び関連会社の全てに対して持分法を適用しております。非連結子会社は（株）黒潮外３
社、関連会社は（株）オージョイフル外２社であります。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
　連結子会社の中間決算日は中間連結決算日と同一であります。

４．会計処理基準に関する事項
（１）　重要な資産の評価基準及び評価方法
　○１ 　有価証券
（イ）満期保有目的の債券
　　償却原価法（定額法）
（ロ）その他有価証券
　　時価のあるもの　　中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　時価のないもの　　移動平均法による原価法
　○２ 　たな卸資産
　売価還元法に基づく原価法によっております。但し、物流センター在庫等は最終仕入原価法に
基づく原価法によっております。

（２）　重要な減価償却資産の減価償却の方法
　○１ 　有形固定資産
　定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法
と同一の基準によっております。但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）については、定額法によっております。
○２ 　無形固定資産及び長期前払費用
　定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準
によっております。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

（３）　重要な引当金の計上基準
　○１ 　貸倒引当金
　売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。
○２ 　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
○３ 　役員退職慰労引当金
　中間連結財務諸表提出会社では、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく中間期
末要支給額を計上しております。
　なお、連結子会社は、役員退職慰労引当金を計上しておりません。



－ １５ －

④　債務保証損失引当金
　債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上し
ております。

（４）　重要なリース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）　消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出
し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日
から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。



－ １６ －

注　記　事　項

（中間連結貸借対照表関係）

前連結会計年度末前中間連結会計期間末当中間連結会計期間末項　　　　　　　　　　　目

５９，６７３５７，３５７５９，９７９（１）  有形固定資産の減価償却累計額

１４
２，０２２
２，７０１

１５
１０５
１，０７８

１１
２，１０８
２，７０１

１５
７０

１，１２７

１４
１，９４２
２，７０１

６４
１０５
１，０２２

（２）  担保資産及び担保されている債務
 （担保資産）
  現金及び預金（定期預金）
  建 物 及 び 構 築 物
  土 地
 （債　　務）
  支払手形及び買掛金
  １年以内返済予定長期借入金
  長 期 借 入 金

７７３
６７

９８２
４２

７６８
７６

（３）  偶 発 債 務
  銀行債務に対する保証
  買掛金に対する保証

（単位　百万円）

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前　連　結　会　計　年　度 前 中 間 連 結 会 計 期 間 当 中 間 連 結 会 計 期 間

現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

　　

現金及び預金勘定 ５，４９８百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金  △ ７７１百万円

現金及び現金同等物 ４，７２６百万円

現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係
　　

現金及び預金勘定 ９，５６２百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金  △ ７６８百万円

現金及び現金同等物 ８，７９３百万円

現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係
　　

現金及び預金勘定 ７，４６８百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金  △ ７７１百万円

現金及び現金同等物 ６，６９６百万円



－ １７ －

（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成１６年２月２１日　至平成１６年８月２０日）及び前中間連結会計期間（自平成

１５年２月２１日　至平成１５年８月２０日）

小売事業の売上高及び営業利益がそれぞれ全セグメントの売上高合計及び営業利益合計の９０％を超

えておりますので、当セグメント情報の記載を省略しております。

前連結会計年度（自平成１５年２月２１日　至平成１６年２月２０日）

小売事業の売上高、営業利益及び総資産がそれぞれ全セグメントの売上高合計、営業利益合計及び

総資産合計の９０％を超えておりますので、当セグメント情報の記載を省略しております。

２．所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成１６年２月２１日　至平成１６年８月２０日）、前中間連結会計期間（自平成１５

年２月２１日　至平成１５年８月２０日）及び前連結会計年度（自平成１５年２月２１日　至平成１６年２月２０日）

在外連結子会社及び重要な在外支店がありませんので、該当ありません。

３．海外売上高

当中間連結会計期間（自平成１６年２月２１日　至平成１６年８月２０日）、前中間連結会計期間（自平成１５

年２月２１日　至平成１５年８月２０日）及び前連結会計年度（自平成１５年２月２１日　至平成１６年２月２０日）

海外売上高がありませんので、該当ありません。



－ １８ －

（リース取引関係）

前連結会計年度前中間連結会計期間当中間連結会計期間

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末
残高相当額

　
 取 得 価 額 相 当 額
 減価償却累計額相当額
 期末残高相当額

（2）未経過リース料期末残高相当
額

１　年　内 　　１，９７４百万円
１　年　超 　　３，７８８百万円
 合　計 　　５，７６３百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

  支払リース料 ２，２３７百万円
  減価償却費相当額 ２，１２３百万円
  支払利息相当額 １２１百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法
左に同じであります。

（５）利息相当額の算定方法
左に同じであります。

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額

　
 取 得 価 額 相 当 額
 減価償却累計額相当額
 中間期末残高相当額
　

（2）未経過リース料中間期末残高
相当額

１　年　内 　　１，９１５百万円
１　年　超 　　３，７８０百万円
 合　計 　　５，６９６百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

  支払リース料 １，１１８百万円
  減価償却費相当額 １，０６１百万円
  支払利息相当額 ６２百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法
左に同じであります。

（５）利息相当額の算定方法
左に同じであります。

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額

　
 取 得 価 額 相 当 額
 減価償却累計額相当額
 中間期末残高相当額

（2）未経過リース料中間期末残高
相当額

１　年　内 　　１，８０９百万円
１　年　超 　　３，３７３百万円
 合　計 　　５，１８３百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

  支払リース料 １，０９７百万円
  減価償却費相当額 １，０３９百万円
  支払利息相当額 ５３百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法に
よっております。

（５）利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利
息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法に
よっております。

合 計器具及び備品機 械 装 置
及び運搬具

（百万円）

１２，５４８
 ６，８５１

（百万円）

１１，５２０
 ６，２２１

（百万円）

１，０２８
　６２９

 ５，６９６ ５，２９８　３９８

合 計器具及び備品機 械 装 置
及び運搬具

（百万円）

１１，３３０
 ６，２１７

（百万円）

１０，３００
 ５，５０９

（百万円）

１，０２９
　７０８

 ５，１１２ ４，７９０　３２１

合 計器具及び備品機 械 装 置
及び運搬具

（百万円）

１１，７４４
 ６，１１６

（百万円）

１０，７４４
 ５，５６８

（百万円）

１，０００
　５４８

 ５，６２８ ５，１７６　４５２



－ １９ －

（有価証券関係）

２．時価評価されていない有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く）

（単位　百万円）

当中間連結会計期間（平成１６年８月２０日現在）
区　　　　　　　 分

 差 額中間連結貸借対照表計上額 取 得 原 価

４８５

－

－

１，９６４

－

－

１，４７８

－

－

　　○１ 　株　式

　　○２ 　債　券

　　○３ 　その他

４８５１，９６４１，４７８計

当中間連結会計期間

１．その他有価証券で時価のあるもの

当中間連結会計期間（平成１６年８月２０日現在）区　　　　　　　　 分

中間連結貸借対照表計上額（１）満期保有目的の債券

１４９　　　　割引金融債

１４９計

中間連結貸借対照表計上額（２）その他有価証券

２，７６０　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）

２，７６０計

（単位　百万円）

２．時価評価されていない有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く）

（単位　百万円）

前中間連結会計期間（平成１５年８月２０日現在）
区　　　　　　　 分

 差 額中間連結貸借対照表計上額 取 得 原 価

１４７

－

－

１，４５６

－

－

１，３０８

－

－

　　○１ 　株　式

　　○２ 　債　券

　　○３ 　その他

１４７１，４５６１，３０８計

前中間連結会計期間（平成１５年８月２０日現在）区　　　　　　　　 分

中間連結貸借対照表計上額（１）満期保有目的の債券

　１４９　　　　割引金融債

　１４９計

中間連結貸借対照表計上額（２）その他有価証券

２，６４４　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）

２，６４４計

（単位　百万円）

前中間連結会計期間

１．その他有価証券で時価のあるもの



－ ２０ －

２．時価評価されていない有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く）

（単位　百万円）

前連結会計年度（平成１６年２月２０日現在）
区　　　　　　　 分

 差 額連結貸借対照表計上額 取 得 原 価

２６６

－

－

１，７５９

－

－

１，４９２

－

－

　　○１ 　株　式

　　○２ 　債　券

　　○３ 　その他

２６６１，７５９１，４９２計

前連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの

前連結会計年度（平成１６年２月２０日現在）区　　　　　　　　 分

連結貸借対照表計上額（１）満期保有目的の債券

１４９　　　　割引金融債

１４９計

連結貸借対照表計上額（２）その他有価証券

２，５７６　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）

２，５７６計

（単位　百万円）

（デリバティブ取引関係）

当中間連結会計期間（自平成１６年２月２１日　至平成１６年８月２０日）、前中間連結会計期間（自平成１５年２

月２１日　至平成１５年８月２０日）及び前連結会計年度（自平成１５年２月２１日　至平成１６年２月２０日）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

（継続企業の前提）

当中間連結会計期間（自平成１６年２月２１日　至平成１６年８月２０日）

　該当事項はありません。



－ ２１ －

 販 売 の 状 況

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
２．売上高の「小売事業」の「その他の小売事業」については、主に書籍等の販売事業の売上高を記載
しております。

３．売上高の「その他の事業」については、主に外食事業の売上高を記載しております。
４．営業収入の「その他の営業収入」の「ジスト事業部収入」は（株）オー・エンターテイメントの映画
興行収入、スポーツクラブ収入及びボウリング場等のアミューズメント施設利用料であります。

営業収益の状況

前連結会計年度
自　平成１５年２月２１日（　　　　　 ）至　平成１６年２月２０日

前中間
期対比

増減
金額

前中間連結会計期間
自　平成１５年２月２１日（　　　　　 ）至　平成１５年８月２０日

当中間連結会計期間
自　平成１６年２月２１日（　　　　　 ）至　平成１６年８月２０日

構成比金　額構成比金　額構成比金　額

９１．６

６４．０

５．８

１３．９

７．０

０．９

２１０，４３５

１４７，０４０

１３，３６２

３１，９２５

１６，１３４

１，９７２

１０１．７

１０３．６

９６．０

９６．９

９７．４

１１２．４

１，７６２

２，５８９

△２５７

△４８０

△２０７

１１７

９１．６

６３．９

５．８

１３．８

７．２

０．９

１０２，２７６

７１，３７１

６，５１１

１５，４２８

８，０１５

９４８

９１．６

６５．１

５．５

１３．２

６．９

０．９

１０４，０３８

７３，９６１

６，２５４

１４，９４８

７，８０７

１，０６６

スーパーマーケット事業

（内訳） 食 料 品

  衣 料 品

  住居関連用品

  テ ナ ン ト

  そ の 他

小　

売　

事　

業

売　
　
　

上　
　
　

高
２．８６，５１２１０２．０６４２．９３，２１５２．９３，２８０その他の小売事業

９４．４２１６，９４８１０１．７１，８２６９４．５１０５，４９２９４．５１０７，３１８小　　　計

１．４３，１９３８５．９△２３３１．５１，６５１１．２１，４１７そ の 他 の 事 業

９５．８２２０，１４２１０１．５１，５９２９６．０１０７，１４３９５．７１０８，７３６計

１．１２，４５７１０４．２４５１．０１，０８５１．０１，１３０不 動 産 賃 貸 収 入
営　
　

業　
　

収　
　

入

１．４３，１９６１２７．９３９８１．３１，４２８１．６１，８２６配 送 受 託 手 数 料
そ
の
他
の
営
業
収
入

０．９２，０３２１０４．８４８０．９１，００００．９１，０４８レ ン タ ル 収 入

０．６１，４９６９６．３△ ２８０．６７５３０．７７２５ジスト事業部収入

０．２３７６５４．０△１０７０．２２３２０．１１２５そ の 他

３．１７，１０２１０９．１３１１３．０３，４１４３．３３，７２５小　　　計

４．２９，５５９１０７．９３５７４．０４，４９９４．３４，８５６計

１００．０２２９，７０２１０１．７１，９４９１００．０１１１，６４３１００．０１１３，５９２合　　　　計

％％％




